
令和７年度 事業実施報告 

 

国内の経済情勢は、昨年の実質 GDPが 2年ぶりのプラス成長となり、日経平均株価が

最高値更新を続けるなど緩やかな回復傾向を続ける一方で、長引く物価の高騰や人手不

足を背景にした倒産が増えていて、昨年全国で倒産した事業場の数は 1万 261件と 4年

連続で前年を上回り、12年ぶりに年間 1万件超となりました。加えて、物価高騰の要因

の１つとなったウクライナ軍事侵攻が終わりを見せない中、今年２月には中東でも戦火

が始まり原油の供給不安などから経済情勢は混沌とし、日経平均株価は激しく乱高下し

ました。 

一方、労働分野においては、精神障害の労災支給決定件数が令和６年度に過去最多と

なり、メンタルヘルス不調により休業や退職した労働者のいる事業場の割合が上昇傾向

にあることから、昨年５月労働安全衛生法の改正により 50 人未満の小規模事業場でも

ストレスチェックの実施が義務化されました。（施行は３年以内） 

また、高崎労働基準監督署管内で昨年１年間に発生した労働災害は、休業４日以上の

労働災害が４９７件と前年より３２件の減少となる一方、死亡災害は５件発生し、前年

より２件の増加となりました。 

このような状況の中で、当協会においては理事会、通常総会をはじめ高崎地区産業安

全衛生大会等の各行事について計画どおり開催してまいりました。 

また、講習事業についても、令和７年度の各種講習会は、全体の開催回数６０回、受

講者数合計２,０１２名、受講料とテキスト代を含めた講習関連収入は２７,２２２千円

となりました。 

 

令和７年度の主な事業活動の経過は、次のとおりです。 

 

１．会議関係 

・通常総会        （５月） 

・理 事 会        （４月、１２月、３月） 

・総務部会議（編集会議） （５月、９月、１１月、３月） 

・安全部会議       （６月） 

・衛生部会議       （９月） 

・分会長(支部長)会議   （６月、９月 安全・衛生各部会議との合同） 

２．行事･講習会等 

・全国安全週間説明会及び全国労働衛生週間説明会 

・高崎地区産業安全衛生大会・同特別講演 

優良事業場表彰 （産業安全・労働衛生） 

個人表彰    （安全功績者、衛生功績者、優良労務担当者） 

・新春特別講演会及び新春懇談会 

・各種技能講習･特別教育等 （６０回開催） 


